
1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和７年 10 月 

 
 

大崎町　商工観光課 

 
 
 



2 

 

大崎町益丸プール指定管理者募集要項 

 
　大崎町では公の施設である「大崎町益丸プール」の管理業務については，平成 19 年４月よ

り指定管理者制度を導入しており，現在の委託期間が令和８年３月 31 日までとなっているこ

とから，地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項，大崎町益丸プールの設置

及び管理に関する条例（平成 17 年大崎町条例第 23 号）第６条及び大崎町公の施設の指定管理者

の指定の手続に関する条例（平成 17 年大崎町条例第 21 号）第３条に基づき，大崎町益丸プール

の指定管理者（管理運営団体）を募集します。 

 
１　対象施設の概要 

（１）名　　称　　大崎町益丸プール 

（２）所 在 地　　鹿児島県曽於郡大崎町益丸 226 番地６ 

（３）設置目的　　町民の健康及び福祉の増進と観光の利用に供するために設置 

（４）使用期間　　５月１日～９月 30 日（プール開放期間７月１日～８月 31日） 

（５）施設内容　　 

　　①　敷地面積　 10,520 ㎡　　フェンス並びにフェンス内側の全敷地内及びポンプ場 

　　②　主要施設の内容 

　　　　　　　　　　大プール（50ｍ），幼児用プール，スライダープール，シャワー，管理

人室，トイレ・更衣室，倉庫，ポンプ場 

　　　　付帯施設　　駐車場 

　　　　※大プールは，塗装の剥がれ等によりプール半分のみ使用できる状況です。 

（６）現在の管理運営体制 

　　　現在の管理受託団体・・・アウトドアネットワーク株式会社 

（７）施設利用実績（令和３年度～令和７年度実績） 

　　　　別紙参考資料１のとおり 

 
２　管理運営の基本方針 

（１） 町民の健康及び福祉の増進と観光の利用に供するための施設として管理運営を行う

こと。 
（２） 関係法令及び条例の規定を遵守すること。 
（３） 施設整備及び物品の維持管理を適切に行うこと。 
（４） 管理運営費の削減に努め，効率的な運営を行うこと。 
（５） 業務に関して取得した利用者等の個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 

※ 管理の基準に関する細目的事項は，指定の議決の後，協議のうえ協定で定めます。 
 

３　指定管理者の業務等 
（１） プールの使用の許可に関する業務 
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（２） プールの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関する業務 
（３） プールの施設等の維持及び修繕に関する業務 
（４） 前各号に掲げるもののほか，指定管理者がプールの管理上必要と認める業務 

　　　　※　業務内容の詳細については，別冊「指定管理者業務仕様書」をご覧ください。 
 
４　指定の期間 
　　令和８年４月１日～令和１３年３月 31 日までとします。（５年間） 
　　ただし，指定管理者による管理運営を継続することが適当でないと認めるときは，指定を取り消す

ことがあります。また，指定期間が短縮される可能性がありますので，予めご了承ください。 
 
５　利用料金 
　　（１）利用料金制 
　　　　　利用料金については，地方自治法第 244 条の２第８項の規定に基づき，「利用料金制」を採

用しますので，指定管理者の収入として収受できます。 
　　（２）利用料金の設定 
　　　　　利用料金については，大崎町益丸プールの設置及び管理に関する条例の規定による金額

の範囲内とし，あらかじめ町と協議し定めた額となります。 
　　（３）利用料金の減免 
　　　　　利用料金の減免措置については，原則として条例のとおりとします。 
 
６　管理に要する経費 
　　　益丸プールの管理に要する経費は，利用料収入，事業収入及び町から支払う委託料によって

賄うこととします。このうち，指定期間中に町が支払う委託料の額は，下記に定める基準価格の範

囲内で，別紙第１号様式「大崎町益丸プールに関する管理運営事業計画書」及び同第２号様式

「大崎町益丸プールの管理に関する業務の収支予算書」により応募団体から各年度の委託額の

提案を求めます。 
○ 基準価格　9,500 千円（消費税及び地方消費税を含む） 
　　　　　（令和８年度から令和 12 年度：各 1,900 千円） 

　　　　　※　基準価格を超える提案があった場合には，第一次審査で失格となりますので，ご注意くださ

い。 

 
７　応募資格 

次の要件を満たす法人その他の団体であること。 

①　地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しないこと。 
②　町内に主たる事務所を有すること。ただし，町外の場合は，指定管理期間開始から１年

以内に設置すること。 
③　大崎町からの指名停止措置を受けていないこと。 
④　町税，都道府県税，法人税，消費税等を滞納していないこと。 
⑤　会社更生法，民事再生法等に基づく更生又は再生手続きを行っていないこと。また，手
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形交換所による取引停止処分，主要取引先からの取引停止等の事実があり，経営状態が

著しく不健全である者でないこと。 
⑥　労働者災害補償保険に加入していること。 

複数の法人等でグループを構成して申請する場合の留意事項 

①　代表団体を選出し，町との連絡については代表団体が行うこと。 
② 申請書の記名押印等については，応募者全員が行うこと。 
③ 12 提出書類の（３）から（９）までについては，応募者それぞれについて提出すること。 
④ 一申請者一提案 

申請については，一申請者につき一提案に限ります。また，グループの構成員は他の

グループの構成員となり又は単独での申請を行うことはできません。 
また，代表団体は７応募資格の①から⑥までのすべてを満たすことが必要で，その他

の構成員は②を除く全ての要件を満たすことが必要です。 
 
８　募集要項の配布 

①　期間及び配布時間 

　　　　令和７年 10 月１日（水）から 10 月 31 日（金）までの日（土・日曜日，祝日を除く）

の午前９時から午後５時まで。 
②　配布場所 

　　　　大崎町役場　商工観光課　広報観光係，町ホームページ 
　　　　　 
９　現地説明会について 

　　　現地説明は随時行います。希望する場合は，令和７年 10 月 23 日（木）午後５時まで

に法人等の名称及び参加する方の氏名を 11（１）に連絡してください。 

 
10　質問事項の受付 

　　　募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 
① 受付期間　　令和７年 10 月 28 日（火）～令和７年 10月 29 日（水）までの日 

　　②　受付方法　　質問書（別紙第４号様式）に記入のうえ，持参又はＦＡＸ若しくは電

子メールで提出してください。（電話での質問は受付けません。） 
③ 質問回答　　令和７年 10 月 29 日（水）～令和７年 10月 30 日（木） 

　　④　回答方法　　回答については，各質問者にＦＡＸ又は電子メールにていたします。 
 
11　申請書提出先及び提出期間 

　（１）提 出 先　大崎町役場　商工観光課　広報観光係 
　　　　　　　　　〒899-7305　鹿児島県曽於郡大崎町仮宿 1029 番地 
　　　　　　　　　電話　099-476-1111（内線 231） 

　 
（２）提出期限　令和７年 11 月７日（金）まで 

※　持参の場合は，午前９時から午後５時まで（土・日曜日，祝日を除く） 
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※　郵送の場合，書留郵便により締め切り日の午後５時までに必着のこと。 
※　電子メール，ファクシミリでの提出は受け付けられません。 

　（３）提出書類　指定申請書及び事業計画書等必要書類を正本１部，副本７部を提出して

ください。 
　　　　　　　　　なお，提出書類は，やむを得ない場合を除き，原則として日本工業規格

Ａ列４とし，ファイル等に綴じて提出してください。 
 
12　提出書類 
　申請に当たっては，以下の書類を町に提出していただきます。なお，町が必要と認める場

合は，追加資料の提出を求めることがあります。 
（１）指定管理者指定申請書（大崎町公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例施行規則

（平成 17 年大崎町規則第 20号）別記様式） 
（２）大崎町益丸プールに関する管理運営事業計画書（別紙第１号様式）及び大崎町益丸プー

ルの管理に関する業務の収支予算書（別紙第２号様式） 
（３）定款，寄付行為，規約又はこれらに類する書類 
（４）法人にあっては，当該法人の登記簿謄本 
（５）申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表，収支決算書その他団体

の財務状況を明らかにする書類 
（６）申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他団体の業務の内容

を明らかにする書類 
（７）労働者災害補償保険に加入していることを証する書類 
（８）納税証明書（課税対象となっていない法人，団体を除く。） 
　　　イ　消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 
　　　ロ　大崎町の町税及び県税（同町税が課税されていない者で町外に主たる事務所又は 
　　　　　事業所を有するものにあっては，主たる事務所又は事業所の所在地の市町村税及び都

道府県税）について未納がないことの証明書 
（９）申立書（別紙第３号様式） 

（10）その他町長が必要と認める書類 
 
13　選定方法 

（１）大崎町指定管理候補者選定委員会において，各委員が次の選考事項に沿って，それぞ

れ審査した評点の合計が最も高い申請者を選定委員会の指定管理候補者として選定しま

す。 
　　①　住民の平等な利用の確保（10） 

ア　 町民の平等な利用が図られる内容となっているか。 
　　②　施設の効用の最大限の発揮（20） 
　　　　ア　施設の設置目的や効用，管理すべき施設に関し，十分理解しているか。 
　　　　イ　事業計画が施設等の利用促進につながるものであり，実現可能であるか。 
　　　　ウ　利用者のニーズを把握し，質の高いサービスの提供を実現させる内容となってい
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るか。 
　　　　エ　環境に配慮した管理運営となっているか。 
　　③　経費の縮減（30） 
　　　　ア　施設等の維持管理の手法が具体的かつ実現可能で，健全な運営につながるものか。 
　　④　管理を安定して行う人的・財政的基礎（30） 
　　　　ア　施設の管理や事業の実施に必要な人員が確保されているか。 
　　　　イ　類似施設の管理実績や必要とされる専門的知識，技術，資格等を有しているか。 
　　⑤　その他（10） 

　　　　ア　災害その他緊急時の危機管理体制は確立されているか。 
　　　　イ　個人情報保護対策は万全か。 

　　　　　ウ　新規，魅力的なイベント・企画等の提案がなされているか。 
① （　）内は配点 

 
14　申請に要する費用 

　　　申請に要する経費等は，すべて申請者の負担とします。 
 
15　無効又は失格 

　　本要項に記載しているほか，以下の事項に該当する場合は，無効又は失格となることが

あります。 
　　　①　申請者が，上記７応募資格の要件を満たしていなかったとき。 

②　申請書の提出方法，提出先，提出期限などが守られなかったとき。 
　　　③　記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 
　　　④　申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 
　　　⑤　虚偽の内容が記載されているもの 
　　　⑥　その他，選定委員会で協議の結果，審査を行うに当たって不適当と認められるも

の 
 
16　選定委員会 

　　　令和７年 11 月下旬までに実施します。 
　　　　申請者である法人その他団体の代表者又は代理の方のプレゼンテーションを予定し

ています。 
 
　　　　時間，場所については後日連絡します。 
17　選定結果の公表 

　　　選定結果については，各申請者に文書で通知します。 
 

18　指定管理者の決定について 

　　　①　指定管理者は，大崎町議会の議決（平成 27 年 12 月定例会を予定）を経て指定され

ます。 
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　　　②　議決後に町と指定管理者との間で協定を締結します。 
 
19  事務引継業務 

　　　協定発行までの期間においては，必要書類作成，各種印刷物作成業務や事務引継ぎ及

び各業務の取得を行っていただきます。ただし，取得期間の費用は指定管理者負担です。 
 
20　業務の委託等 

　　　指定管理者は，本事業の全部を第三者に委託し，又は請け負わせることはできません。 
 
21　その他 

　　　①　提出書類は，お返しできません。 
　　　②　提出された書類は，必要に応じて複写します。（使用は町庁内及び選定委員会での

検討に限ります。） 
③ 提出された書類は，情報公開の請求があったときは，非開示とすべき箇所を除き， 

開示することがあります。 
④ 益丸プールの設置目的に沿った管理運営を行うため，町が開催するイベント・会

議等の参加に協力することとします。 
 
22　留意事項 

　　　①　指定管理候補者を指定管理者として指定する前において，指定管理候補者が７応

募資格に掲げる要件を欠くこととなったとき，又は財務状況の悪化等により事業の

履行が確実でないと認められるとき，若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定

管理者としてふさわしくないと認められるときは，協定を締結しない又は協定を解

除し，指定管理の指定を行わないことがあります。 
　　　②　指定管理者の指定後に，指定管理者が７応募資格に掲げる要件を欠くこととなっ

たとき，又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるとき，

若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくないと認めら

れるときは，指定管理者の指定を取り消し，又は業務の全部又は一部の停止を命じ

ることができるものとします。 
　　　 
23　添付書類・様式 

（１） 指定管理者指定申請書（別記様式） 
（２） 大崎町益丸プール管理運営事業計画書（別紙第１号様式） 
（３） 大崎町益丸プール管理運営業務の収支予算書（別紙第２号様式） 
（４） 申立書（別紙第３号様式） 
（５） 質問書（別紙第４号様式） 
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別紙参考資料１　[募集要項１－（７）関係]
　 　

 
プール利用者数

　 指定管理期間令和３年度～令和７年度（５年間）

 
　 　 　 　（単位：人）

 

　

年　　　　度

 
R３ R４ R５ R６ R７

 
大人 2,833 5,255 5,537 3,738 3,056

 
子ども 4,496 7,459 7,847 5,571 4,475

 
減免者 543 982 803 553 457

 
合計 7,872 13,696 14,187 9,862 7,988


